












各国の経済成長率は収束していく。経済成長には明確な成長源泉はない。20 世紀 80 年













































































　国内総生産、政府の R&D 投資と企業の R&D 投資の共和分関係を研究する前に、スプ




するとともに、AIC 基準と SC 基準を同時に使う。両者の値は同時に最小になる時のラグ
の長さは最適な長さである。定数項 c とトレンド項 t は変数時系列図を観察してから決定
する。検定の結果は表１に示している。

















ADF 統計量 １% しきい値 5% しきい値 DW 結論
lnGDP （c,t,3） −3.734220 −4.992279 −3.875302 2.056673 非定常
lnRD_G （c, t,1） −2.442398 −4.800080 −3.791172 1.894442 非定常
lnRE_E （c, t,0） −2.191596 −4.728363 −3.759743 1.791521 非定常
Δ lnGDP （c, 0,3） −4.448180 −4.200056 −3.175352 2.164375 定　常
Δ lnRD_G （c,0,0） −3.739486 −4.004425 −3.098896 1.854315 定　常
Δ lnRD_E （c,0,0） −3.708063 −4.004425 −3.098896 2.004710 定　常
注：（１）検定類型の中の c と t はそれぞれ定数項とトレンド項を代表し、k は遅延階数を代表する。
　　（２）ADF 検定のしきい値はソフトウェア Eviews 5.1 によるものである。
表2　 VAR モデルの遅延階数の選択基準
遅延階数 LR FPE AIC SC HQ
0 NA 0.000137 −0.379277 −0.242336 −0.391953
1 82.29476 1.39e−07 −7.323038 −6.775275 −7.373744
2  20.37709＊ 　3.51e−08＊ 　−8.948337＊ 　−7.989751＊ 　−9.037071＊
注：（１）＊は対応関係によって選択した遅延階数である。





したがって、共和分検定をする前に、まず VAR モデルの構造、すなわち VAR モデルの
遅延階数を決定しなければならない。表２は五つの選択基準の場合の最適遅延階数を表示
しているが、VAR（２）は最適なモデルであるということが分かる。
　共和分検定モデルは実際、無制約 VAR モデルに共和分制約をしてから得る VAR モデ
ルのことである。この VAR モデルのラグは無制約 VAR モデルの一階差分変数のラグで






















固有値 跡統計量 5% しきい値 H0 H1
0.961647 61.55331 29.79707 r=0＊ r≥1
0.723850 19.16134 15.49471 r≤1＊ r≥2
0.170672 2.432811 3.841466 r≤2 r=3
注：＊は5%有意水準では帰無仮説を棄却することである。ｒは共和分関係の数を表す。
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　Lngdpt 、Lnrd−gt と Lnrd−et はそれぞれ国内総生産、政府 R&D 投入と企業 R&D 投入
の対数をとった後の数列である。ε1t、ε2t と ε3t はそれぞれ国内総生産、政府 R&D 投入と






−1 Γt−2 Χt−2＋μt ，（その中、）μt＝Β
−1 εt （2）　
　一般的に、簡略式残差 μt は構造式残差 εt の線形の組み合わせであり、複合ショックで
ある。N 元 p 階の SVAR モデルに対して、構造式に対して n（n−1）/2 個の限定条件を加
えてから構造ショックを識別することができる。本稿のモデルに対して、モデルには三




　et 、μt は k 次元ベクトルであり、et は観測できる残差であり、前の εt に相当する。μt は




GDP は当期の企業の R&D 投資に影響を及ぼす。関連のデータと回帰モデルを使うことを
通じて、その弾力性は 0.536444 であるという結論が出た。すなわち、a12=−0.536444。②
実際 GDP は当期の政府の R&D 投資に影響を及ぼす。関連のデータと回帰モデルを使う
ことを通じて、その弾力性は0.854408であるという結論が出た。すなわち、 a13=−0.854408。
③当期の政府の R&D 投資は当期の企業の R&D 投資に影響はない。すなわち、 a23 ＝0。
制約 A は主対角要素が１である下三角行列で、B は一対角行列であることを仮説する。
（４）モデルのインパルス応答分析













図3　 LnGDP の LnRD_G に対するインパルス
応答図
図2　 LnGDP の LnRD_E に対するインパルス
応答図
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　３）企業の R&D 投入が政府の R&D 投入に対して与えるインパルス応答
　企業の R&D 投入が政府の R&D 投入に対して与えるインパルス応答は図４が示してい
るとおりである。LnRD_G の一次のショックは LnRD_E を− 0.05 から迅速に上昇させ、
二年目では最高値 1.7 になり、三年目以降は下がり始め、四年目では 0.05 になって、基
本的に定常になる。したがって、政府の R&D 投入は企業の R&D 投入に対してプラスの
影響がある。すなわち、政府の R&D 投入と企業の R&D 投入の間には相補関係があり、
政府の R&D 投入は企業の R&D 投入に対してデモンストレーション効果がある。
　４）政府の R&D 投入が企業の R&D 投入に対して与えるインパルス応答
　政府の R&D 投入が企業の R&D 投入に対して与えるインパルス応答は図5が示してい
るとおりである。LnRD_Eの一次のショックはLnRD_Gに対してマイナスの影響があるが、
この影響は比較的に弱く、最大値でも 0.01 しかない。それに、この影響は四年目ぐらい
で消えてしまう。したがって、中国にとって、企業の R&D 投入は政府の R&D 投入に対
してマイナスの影響を持っているが、この影響は非常に弱い。政府の R&D 投入は企業の
R&D 投入の影響をあまり受けていない。すなわち、両者の間に代替効果はない。
図５　 LnRD_G の LnRD_E に対するインパル
ス応答図





　上述の実証分析から分かるように、1991 年から 2006 年までの間に、中国の政府の





















入と企業の R&D 投入の関係から見れば、政府の R&D 投入は企業の R&D 投入に対して
明らかなデモンストレーション効果があるが、代替効果はほとんど存在していない。
　上述の実証研究の結論を通じ、以下の政策を提案できる。
１ ．中国の R&D 投資が多くなりつつある。図6は全国 GDP に占める中国企業の R&D
投資と政府の R&D 投資の割合を表している。政府の R&D 投資は GDP の増加によって、
安定的に増加しているが、企業の R&D 投資の増加は大変速く、飛躍的な増加でもある。


























３ ．実証研究によって、中国の政府 R&D 投入が企業に対して重要なデモンストレーショ
ン効果を持ち、代替効果は非常に小さいことが明らかとなった。よって、国家は政府の
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